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令和２年度 外部評価対象事務事業について 

 

外部評価アドバイザーの選定理由に基づき、次の 10事務事業を令和２年度の外部評価対象事務

事業とします。 

 

 選定理由及び対象事務事業 

テーマ 

「災害対策」 

選定理由 

まれにみる大規模災害を形容する表現として、「10年に１度」「100年

に１度」という言葉を、よく耳にするようになりました。これらの災害

は、大規模ではあっても、10年や 100年に１度は起こるわけですから、

いまだ経験則の範囲内にあるわけですが、昨今は「想定を超える災害」

という言葉すら用いられています。人間の知性には限界がある以上、「想

定を超える」事態がありうることは当然だとしても、事前・事後の「備

え」が万全でなかった言い訳として、この表現が用いられるとすれば問

題です。事前の想定通りに災害が発生するのはまれであるにしても、一

定の規模を想定して計画を策定し準備をするのは、防災・減災の基本で

あると思います。日高市政における「災害」対策の現状を広く市民に知

ってもらうためにも、関連する２つの事業を、本年度における外部評価

の対象といたします。 

対象事務事業 
総務部危機管理課 災害対応事業 

市民生活部産業振興課 被災農業者支援事業 

 

 

テーマ 

「子育て支援」 

選定理由 

親の収入等による格差が、子どもの保育環境・教育環境に反映され、

本人の関心や努力と関係のないところで、子どもの人生が決まってしま

うのは、決して望ましいことではありません。公立保育所については、

子どもたちの育ちを平等に保障し、地方の福祉ニーズにこたえる側面が

あることは、つとに指摘されるところでありますし、また「生きる力」

を育む公教育の大切さに鑑みれば、保育費・就学費等が安価であること

をもって、保育・教育の質を低下させてよい理由にはなりません。「健や

かでやさしさあふれる ふれあいのまち」、「心豊かな人を育む 学びの

まち」を、日高市政における基本目標に掲げ、子どもたちの「育ち」を

支援する。こうした日高市の姿勢を、広く市民に知ってもらうことを意

図し、関連する２つの事業を、本年度における外部評価の対象といたし

ます。 

対象事務事業 
福祉子ども部子育て応援課 公立保育所保育運営事業 

教育部学校教育課 学校支援事業 
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テーマ 

「住みやすいまち」 

選定理由 

「住みたいまち」と「住みやすいまち」とは異なります。確かに、住

みたいまちといわれることが理想であるかもしれませんが、むしろ目指

すべきは、「住みやすいまち」であることだと考えます。かつて国土交通

省が行った調査によれば、三大都市圏と比較して、特に地方圏の人たち

が地域の魅力と考えているのは、「自然環境の豊かさ、気候や風土のよさ、

治安や風紀のよさ、住民のつながり、文化・歴史等」、その地域が持つ「地

域らしさ」に関する要素なのだといいます。清流文化都市を標榜する日

高市は、すでに「住みやすいまち」たる潜在力を有しているといえるの

です。そこで、今年度の外部評価では、「住みやすさ」に関連する下記４

つの事業を対象としたいと思います。 

対象事務事業 

市民生活部環境課 一般廃棄物収集運搬処理事業 

都市整備部都市計画課 企業誘致推進事業 

都市整備部市街地整備課 都市公園等維持管理事業 

上・下水道部下水道課 浄化センター維持管理事業 

 

 

テーマ 

「マイナンバー制度」 

選定理由 

個人番号カード（いわゆるマイナンバーカード）は、①公平・公正な

社会の実現、②国民の利便性の向上、③行政の効率化という３つの目的

を掲げて導入されたものです。昨今、マイナポイント事業が、カードの

普及に一役買っているように見受けられますが、導入の目的と手段とを

混同すべきではありません。個人番号は、国民（市民）にとって関心の

高い社会保障、税に関する番号でありますので、日高市が、個人番号カ

ードの導入目的を実現するため、利用環境の整備をどのように進めてい

るのか、その進捗状況等を、市民に対して説明していくことは、非常に

大切であると考えます。また上記目的は、納税においても同様に妥当し

うるものです。この外部評価の機会を利用し、日高市における「納税手

段の多様化」への対応も、市民に情報提供をお願いしたいと思います。 

対象事務事業 
総合政策部政策秘書課 個人番号カード利用環境整備事業 

総務部収税課 市税収納管理事務 

 


